
 

 

３．点整合法とモード整合法

点整合法は誘導性窓における金属板や開口部でサンプリング点

を定め，各点における境界条件（短絡境界あるいは連続境界）を

満たすように入射波と反射波の関係から散乱行列を求める手法で

ある．計算にはサンプリング点数と考慮モード数を一致させる必

要があり，その計算精度はサンプリング点数に依存する．サンプ

リング点の取り方に柔軟性があるため，さまざまな不連続構造へ

の適用範囲が広いのが特徴である． 

モード整合法は幅広・幅狭導波管の伝送モードに対応した多線条

伝送線路型の等価回路が図 3(b)で与えられたとき，不連続部の端子

電圧および端子電流が導波管の固有関数から与えられる結合度に

よって関係づけられる方法である．端子電圧・電流および結合度の

関係からインピーダンス行列が得られるので，そのインピーダンス

行列を変換して散乱行列を得る．考慮する伝搬モード数を増やすと

計算精度があがるので，厳密な解析が実行できるのが特徴である． 

表 1 点整合法とモード整合法 

 点整合法 モード整合法 

関係式 入射波，反射波 端子電圧，端子電流 

収束性 サンプリング点数 伝搬モード数 

適性 適用範囲が広い 厳密な解析 

４．計算結果 

方形導波管 1 段誘導性窓において，点整合法に基づく無厚構造

とモード整合法に基づく有厚構造の周波数特性を図 4 に示す．モー

ド整合法における誘導性窓の厚さを t=0.001, 0.01, 0.1 [mm]として

計算した結果，厚さが薄くなるにしたがって点整合法の無厚 t=0 の

結果とほぼ一致した．誘導性窓の厚さが十分に薄いときの計算結果

から，両手法の間にはつながりがあるといえる． 

つづいて，誘導性窓 t=1.0[mm]の有厚構造として同じ構造とした

ときの点整合法とモード整合法に基づく周波数特性を図 5 に示す．

点整合法においては，モード整合法と同様に 2 不連続としたとき

の境界条件を満たすように計算を行った．同図の周波数範囲におい

て両者は一致する傾向がみられるが，さらに f=10[GHz]における S

パラメータの収束性について検討を行った．モード整合法において

はモード数，点整合法においては不連続部のサンプリング点数を

500 次まで変化させたときの反射特性 S11 の収束性を図 6(a)に，ま

た透過特性 S21 の収束性を図 6(b)に示す．モード数（サンプリング

点数）を増加させるにつれて両者が一致する傾向がわかる． 

５．むすび 

方形導波管誘導性窓の基本構成素子である 1 誘導性窓について，

不連続での境界条件を直接適用した点整合法とステップ型不連続と

多線条伝送線路で表される等価回路に基づいたモード整合法の両手

法により計算を行った．両手法の結果はモード数を考慮することに

より一致する傾向が確認でき，誘導性窓における解析方法の妥当性

を検証することができた．今後は多段構成の誘導性窓の解析を行い，

帯域通過フィルタ設計への応用に取り組む予定である． 

図 4 無厚および有厚構造 1 段誘導性窓の周波数特性 

図 5  t=1.0[mm]の有厚構造における点整合法及び 

モード整合法による周波数特性 

 

 

図 6 モード数に対する収束性@10GHz 
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1. 緒言  我々は燃料電池用電極触媒の活性を最大限に発現させること

に関して、白金(Pt)系合金ナノ粒子を合成し、その触媒活性を電気化学

的に評価してきた。触媒中の Pt の 5d軌道の電子状態と触媒活性の関係

を検討し、電子状態と触媒活性の関係がいわゆる火山型のプロット

(Volcano plot)になることを明らかにしてきている [1] 。この電子状態の評

価法として XPS 測定の Pt の価電子帯領域の測定を行ってきたが、これら

の考察は近年 X-ray Absorption Fine Structure (XAFS)測定における Pt

吸収端の測定結果で議論が行われている[2]。本研究では、メタノール

(MeOH)およびエタノール(EtOH)酸化触媒を研究対象として、XAFS 測

定により Pt電子状態を 5d軌道空孔密度と触媒活性の関係について検討

した。 

2. 実験操作 還元剤としてエチレングリコールを使用し、Pt/カーボンブ

ラック(CB)上の Pt と第二元素の合金化を行うことで Pt 系合金ナノ粒子の

合成を行った。この触媒を GC 回転電極に固定し、0.1 M NaOH を含む

0.5 M MeOH あるいは EtOH 水溶液を用いて電気化学的な触媒活性評

価を行った。XAFS 測定を Spring-8 のビームライン BL01B1 で行った。 

3. 実験結果  Fig. 1 の合成した Pt 系合成ナノ粒子を用いた MeOH 

酸化反応を検討した結果を示す。第二元素の種類によって酸化電流

が大きく違っていることがわかる。EtOH においても同様な結果が

得られた。XAFS 測定における触媒中の Pt 5d 軌道の空孔密度を評

価し、MeOH と EtOH 触媒活性との関係をプロットしたところ、火

山型の挙動を示すことが明らかになった(Fig. 2)。MeOH と EtOH の

酸化反応によって、ほとんど同様な 5d軌道空孔密度において最大活

性を示すことが分かった。また、XAFS 測定から触媒中の Pt-Pt 原子

間距離を評価し、触媒活性と原子間距離の関係をプロットしたとこ

ろ明確な関係性は見られなかった(Fig. 3)。以上の結果から本反応に

おいては Pt の電子状態が触媒反応の活性を支配する主要因である。 
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Fig. 3 Relationship between Pt-Pt bond distance and catalytic 
activity of Pt-based alloy nanoparticles for MeOH oxidation. 

Fig. 1 Linear sweep voltammograms for MeOH oxidation on 
Pt-based nanoparticles/CB in 0.5 M MeOH and 0.1 M NaOH 
aqueous solution at 10 mV s-1. Inset: TEM image of synthesized 
PtPb/CB. 

Fig. 2 Relationship between Pt 5d orbital vacancy and catalytic 
activity of Pt-based alloy nanoparticles for MeOH (●, -0.1 V vs. 
Ag/AgCl) and EtOH (●, -0.2 V). 
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